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2.  主旨

3．その他

　2015年１月、潜在的な影響が最も大きいと懸念されるグローバルリスクは水危機であるとダボス会議で知
られる世界経済フォーラムが発表しました。2016年版でも、今後10年に懸念されるグローバルリスクとし
てやはり水危機が１位に位置づけられています。
　2015年９月には国連の持続可能な開発目標（SDGs）が全会一致で採択され、12月には気候変動に関す
る国際連合枠組条約（UNFCCC）の第21回締約国会議（COP21）で法的拘束力を持つパリ協定が採択され
ましたが、どちらの達成にも水リスクの適切な管理がその鍵です。
　さらに2015年12月、アメリカ合衆国ホワイトハウスは、技術革新、社会インフラ整備、観測データ収
集、水共有の合意、水の再生利用や保全技術の発明などにより、気候変動に伴い切迫している水供給をより適
切に管理しようという取り組み、"moonshot for water" を打ち出しました。アポロ計画による人類の月着陸
と同様の挑戦を水に対して行わねばならない、というアメリカにおける水への危機感とオバマ大統領の強い意
思の反映です。
　このように、世界では重大なグローバルリスクであると認識されている水危機について、何がどう問題で国
際社会はどのように解決しようとしているのか、貧困撲滅や持続可能性の構築とどう関係するのか、そして日
本の経済活動や企業、外交にとって水への取り組みがなぜどのように大事なのかを解き明かし、水分野でも各
企業が主体的に環境マネジメントに取り組める具体的な方策を探り、そのために必要な技術開発と共有を展開
します。皆様の積極的なご参加をお待ちしております。

期　　　 間：平成28年４月～平成29年３月
参　加　費：賛助員の場合　：15万円（別途賛助員年会費１口10万円がかかります）
　　　　　　 非賛助員の場合：25万円
定　　　 員：最小３社、最大20社
運 営 方 法：年４回程度、１回２時間程度の定例研究会を開催

平成28年度  特別研究会

各国の水不足指標の大きさでデフォルメした世界地図。
色は水利用インベントリに対する比の大きさを示す。

2014年３月横浜でのIPCC総会での様子



みをしない。

平成28年度
。

ください。


